様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 　　　2021年　　2月　　4日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒

法人番号　　6010001080308（JFEホールディングス株式会社）　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020
ITレポート2019

	公表日
	統合報告書2020・・・2020年9月24日
ITレポート2019・・・2019年11月20日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書2020・・・P４６
ITレポート2019・・・P７、１３等

	記載内容抜粋
	■国内外のマーケットの急激な変化、熟練技術者の世代交代、設備の老朽化など、構造的な事業環境の変化に直面しています。より厳しさを増す事業環境の変化に柔軟かつ迅速に対応するため、データとデジタル技術を活用し、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革するなど、グループ一体となったDX（デジタルトランスフォーメーション）を重要な戦略として位置付けています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書2020・・・JFEHD取締役会
ITレポート2019・・・情報セキリュティー委員会



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020

	公表日
	統合報告書2020・・・2020年9月24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書2020・・・P46、50等

	記載内容抜粋
	■積極的テータ活用（データドリブン）により、競争優位を獲得。
施策１．IT構造改革の断行（変化に強い柔軟なIT構造）
施策２．データ活用レベルの高度化（業務改革と最新IT技術）
施策３．ITリスク管理強化（セキュリティ、標準化統制）
■「公共サービスの民営化が世界的に求められる中、当社は、従来の施設を「創る」だけでなく、操業やメンテナンスなど施設を「担う」運営型事業を積極的に展開しています。IoTやビッグデータ・人工知能(AI)は、当社の「創る」をさらに進化させ、「担う」を具現化する必要不可欠なコア技術です。時代を先取りしたインフラビジネスを実践するため、これらの技術を積極的に活用するさまざまな活動を進めています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書2020・・・JFEHD取締役会



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書P４７、５０、６０等


	記載内容抜粋
	■2015年1月には、製鉄所業務プロセス改革班を新設し、各製鉄所毎に保有している基幹システムの刷新および全社統一化を着実に推進しています。
■2017年10月にはデータサイエンスプロジェクト部を、2019年4月にはサイバーフィジカルシステム研究開発部を新設し、最新のIoT・AI・DSの研究開発・展開を、全社視点で効率的かつ系統的に推進しています。
■DX推進人材については、鉄鋼業独自フィールドに関する知識をもつことが不可欠と考え、社内エンジニアを４階層別に養成する教育体制を構築しています。
■Pla'celloの利用により、2020年度末には、データ解析を行える技術者を自社内で300名まで拡大予定です。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書P４７、４８、５０等


	記載内容抜粋
	■DX戦略の主軸である豊富なデータ資産の活用を可能とするため、ITプラットフォームの構造改革を進めています。レガシーシステム群を統合し、オープンプラットフォーム化することで、環境変化にスピィーディーかつ柔軟に対応できる体制の整備を推進しています。
■DX推進拠点「JFE Digita Transformation Cenrter」を開設
■技術・ノウハウ×自社開発のAIにより、様々な分野でDXソリューションを実現



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ITレポート２０１９


	公表日
	2019年11月20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ITレポート2019・・・P５，６等


	記載内容抜粋
	■RPAによる創出時間　4万時間(ITレポート2019　P5-6）
■社内データサイエンティスト養成のための階層別・系統的教育体制を構築（JFEスチールHPニュースリリース 2019.10.17)⇒「当社における6次中期経営計画末（2020年度末）までに社内データサイエンティストの人数を350名程度へ拡大していきます。」



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年1月以降、随時


	発信方法
	・社内報、ホームページ
・プレスリリース
・統合報告書
・日経産業新聞掲載　　　等

	発信内容
	■「MR(複合現実)技術を活用した訓練シミュレータの導入」
■「DX推進拠点『JFE Digital Transformation Center』を開設」
■社長年頭挨拶
「当社は新たな技術・ビジネスモデルにも挑戦しています。既存事業ではAI技術を活用した効率化に取り組んでおり、ごみ焼却炉の完全自動運転も視野に入って きました。これは過去からの膨大なデータを利用した新たな挑戦です。」
「さらに既存の事業領域から一歩外に踏み出した「出島型事業」への取組も開始しました。スタートアップ企業への投資もはじめ、昨年9月にはAI企業を買収 しました。また新たなアイデアを実現する手段として社内ベンチャー制度も整備しスタートさせます。」
■運営型事業の拡大 / 生産性向上と働き方改革
■プラント統合運営システム「J-Answer」提供開始　等



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2016年4月頃　～現在も継続


	実施内容
	（現状の課題）タコつぼ的レガシーシステム群
①老朽システムが迅速なマーケット対応を阻害
②データ散逸によりデジタル化を阻害
（将来的な対策）統合化／オープン・プラットフォーム移行
①ITプラットフォーム刷新
②システム/データ統合によるDX推進、スピーディな対応
③人材の育成・確保



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年4月頃　～2020年12月頃


	実施内容
	グループ情報セキュリティ監査（ITレポート2019　P20）
情報セキュリティの観点で「課題の早期検出と対応」を目的にグループ会社に対し情報セキュリティ監査を実施。この監査を行うことで現状の情報セキュリティ管理レベルを知り、今後の情報セキュリティ向上の図った。
・監査対象：JFEグループ会社　国内外260社
・監査実施者：JFE-SIRT
・監査項目：情報セキュリティ管理規程に基づいたセキュリティ対策実施状況の確認（36項目）
・JFE-SIRTメンバー情報処理安全確保支援士　4名



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

